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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　音響波を生成するために利用されるダイアフラムを支持するための包囲体であって、
　前記ダイアフラムから離間するように延在し、弾性部材を備えているリブ部分と、
　前記リブ部分によって支持されているメンブレン部分であって、前記メンブレン部分が
、前記メンブレン部分の反対側に配設された頂面及び底面に対して略垂直な方向において
厚さを有しており、前記メンブレン部分の厚さが、前記リブ部分の反対側に配設された頂
面及び底面に対して略垂直な方向において前記リブ分の厚さよりも小さい前記メンブレン
部分と、
　を備えている前記包囲体において、
　前記ダイアフラムを定位置に復帰させる復元力が、前記メンブレン部分の変形よりも前
記リブ部分の変形によって与えられ、
　前記メンブレン部分の前記頂面が、前記リブ部分の前記頂面に対して窪んでおり、
　前記メンブレン部分の前記底面が、前記リブ部分の前記底面に対して窪んでいることを
特徴とする包囲体。
【請求項２】
　前記リブ部分は、前記ダイアフラムから離間するように延在している第１の複数のリブ
部分の一部分であることを特徴とする請求項１に記載の包囲体。
【請求項３】
　前記第１の複数のリブ部分からオフセットされている第２の複数のリブ部分を含んでい
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ることを特徴とする請求項２に記載の包囲体。
【請求項４】
　前記第２の複数のリブ部分が、前記第１の複数のリブ部分から径方向にオフセットされ
ていることを特徴とする請求項３に記載の包囲体。
【請求項５】
　前記第２の複数のリブ部分が、前記第１の複数のリブ部分から周方向にオフセットされ
ていることを特徴とする請求項４に記載の包囲体。
【請求項６】
　前記リブ部分は、ショア硬さ計タイプＡにおいてＨＳ約５～ＨＳ約７０を有している材
料を備えていることを特徴とする請求項１に記載の包囲体。
【請求項７】
　前記第２の複数のリブ部分が、周方向に延在しているリブ部分によって前記第１の複数
のリブ部分に結合されていることを特徴とする請求項３に記載の包囲体。
【請求項８】
　前記第２の複数のリブ部分が、取付部材に接続されていることを特徴とする請求項３に
記載の包囲体。
【請求項９】
　前記メンブレン部分の厚さが、約０．１ｍｍ～約５ｍｍとされることを特徴とする請求
項１に記載の包囲体。
【請求項１０】
　前記リブ部分の厚さが、約０．２ｍｍ～約２５ｍｍとされることを特徴とする請求項１
に記載の包囲体。
【請求項１１】
　前記メンブレン部分が、平坦とされることを特徴とする請求項１に記載の包囲体。
【請求項１２】
　前記メンブレン部分が、湾曲していることを特徴とする請求項１に記載の包囲体。
【請求項１３】
　音響波を生成するために利用されるダイアフラムに結合されている包囲体を準備するス
テップであって、前記包囲体が、メンブレン部分と前記メンブレン部分に接続されている
サポート部分とを含んでおり、前記サポート部分が、仮想平面によって２つの略対称な部
分に分割可能とされ、前記メンブレン部分が、前記メンブレン部分の反対側に配設された
頂面及び底面に対して略垂直な方向において厚さを有しており、前記メンブレン部分の厚
さが、弾性部材を備えているリブ部分の反対側に配設された頂面及び底面に対して略垂直
な方向において前記リブ部分の厚さよりも実質的に小さい前記ステップと、
　前記ダイアフラムに振動を生じさせ、音響波を生成するステップと、
　を備えていることを特徴とする音響波の生成方法において、
　前記メンブレン部分の前記頂面が、前記リブ部分の前記底面に対して窪んでおり、
　前記メンブレン部分の前記底面が、前記リブ部分の前記底面に対して窪んでいることを
特徴とする音響波の生成方法。
【請求項１４】
　前記リブ部分の表面が略平坦であり、
　前記表面が、前記ダイアフラムの意図された変位方向に対して略垂直とされることを特
徴とする請求項１に記載の包囲体。
【請求項１５】
　前記リブ部分及び前記メンブレン部分は、略同一の材料から作られていることを特徴と
する請求項１に記載の包囲体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、音響波を生成するために利用されるダイアフラムを支持するための包囲体に
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関する。包囲体及びダイアフラムは、パッシブラジエータ又は音響ドライバの一部分であ
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来、パッシブラジエータ及び音響ドライバは、円状又は楕円状の断面を有している半
横転体として設計されていた。このような半横転体とされる包囲体は、一般に高硬度材料
（high durometer material）から作られている。このような装置は、包囲体が非線形応
答となる高い応力に到達するまで、力－変形に関して略線形的に応答する。多くの包囲体
の設計においては、座屈及び周応力の問題のために、音響性能にとって好ましくない（低
調波振動に類似している）不安定な動的応答が生じていた。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００３】
【非特許文献１】www.smooth-on.com
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　第１の実施態様においては、音響波を生成するために利用されるダイアフラムを支持す
るための包囲体は、ダイアフラムから離間するように延在しているリブ部分と、リブ部分
によって支持されているメンブレン部分とを含んでいる。メンブレン部分の厚さは、反対
側に配設された頂面及び底面に対して略垂直な方向において、リブ部分の反対側に配設さ
れた頂面及び底面に対して略垂直な方向におけるリブ部分の厚さよりも実質的に小さい。
ダイアフラムを定位置に復帰させる復元力は、メンブレン部分の変形よりもリブ部分の変
形に起因する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　さらなる特徴は、リブ部分が、ダイアフラムから離間するように延在している第１の複
数のリブ部分の一部であることを含んでいる。第１の複数のリブ部分からオフセットされ
ている第２の複数のリブ部分が含められている。第２の複数のリブ部分が、周方向におい
て第１の複数のリブ部分からオフセットされている。第２の複数のリブ部分が、周方向に
おいて第１の複数のリブ部分からオフセットされている。リブ部分は弾性部材を備えてい
る。リブ部分は、ショア硬さ計タイプＡにおいてＨＳ約５～ＨＳ約７０を有している材料
を備えている。
【０００６】
　さらなる特徴は、周方向に延在しているリブ部分によって、第２の複数のリブ部分が第
１の複数のリブ部分に結合されていることを含んでいる。第２の複数のリブ部分は取付部
材に接続されている。第１の複数のリブ部分がダイアフラムに接続されている。メンブレ
ン部分の厚さは、約０．１ｍｍ～約５ｍｍである。リブ部分の厚さは、約０．２ｍｍ～約
２５ｍｍである。リブ部分は平坦であるか、又は湾曲している。メンブレン部分及びリブ
部分は、パッシブラジエータの一部を形成している。
【０００７】
　さらにさらなる特徴は、ダイアフラムを支持するための包囲体が音響波を生成するため
に利用されることを含んでいる。包囲体は、メンブレン部分及びサポート部分がメンブレ
ン部分を支持していることを含んでいる。サポート部分は、仮想平面を中心として略対称
される。メンブレン部分は、メンブレン部分の反対側に配設された頂面及び底面に対して
略垂直な方向において、リブ部分の反対側に配設された頂面及び底面に対して略垂直な方
向におけるリブ部分の厚さよりも実質的に小さな厚さを有している。
【０００８】
　さらなる特徴は、サポート部分がダイアフラム及び取付部材のうち少なくとも１つに固
定されていることを含んでいる。サポート部分は少なくとも２つのリブを含んでいる。２
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つのリブは、略径方向に延在している。ダイアフラムは、略平坦であり、仮想平面に対し
て平行である。仮想平面はメンブレン部分を二等分している。サポート部分は、メンブレ
ン部分の上下に延在している。包囲体を密接して囲んでいる外囲容器は、ダイアフラムの
意図された変位方向に対して略垂直且つ略平坦な表面であって、表面と共平面の関係を有
している表面を含んでいる。
【０００９】
　他の特徴は、自身が振動している場合に音響波を生成する第１のダイアフラムを備えて
いる音響システムを含んでいる。ダイアフラムを支持する包囲体が、第１のダイアフラム
から離間するように延在しているリブ部分を含んでいる。包囲体は、リブによって支持さ
れているメンブレン部分を含んでいる。メンブレン部分の厚さは、反対側に配設された頂
面及び底面に対して略垂直な方向において、リブ部分の反対側に配設された頂面及び底面
に対して略垂直な方向におけるリブ部分の厚さよりも実質的に小さい。リブ部分及びメン
ブレン部分は、略同一の材料によって作られている。
【００１０】
　さらなる特徴は、音響波を生成する方法を含んでいる。包囲体は、音響波を生成するた
めに利用されるダイアフラムに結合されている。包囲体は、メンブレン部分と、メンブレ
ン部分に接続されているサポート部分とを含んでいる。サポート部分は、仮想平面によっ
て２つの略対称な部分に分割可能とされる。メンブレン部分は、メンブレン部分の反対側
に配設された頂面及び底面に対して略垂直な方向において、リブ部分の反対側に配設され
た頂面及び底面に対して略垂直な方向においてリブ部分の厚さよりも実質的に小さな厚さ
を有している。これにより、ダイアフラムが振動し、音響波を生成する。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】パッシブラジエータの概略的な斜視図である。
【図２】図１に表わす包囲体の概略的な斜視図である。
【図３】図２に表わす包囲体の一部分を斜視した断面図である。
【図４】第２の実施例における包囲体の概略的な斜視図である。
【図５】図４に表わす包囲体の一部分を斜視した断面図である。
【図６】第３の実施例における包囲体の概略的な斜視図である。
【図７】図６に表わす包囲体の一部分を斜視した断面図である。
【図８】第４の実施例における包囲体の概略的な斜視図である。
【図９】図８に表わす包囲体の一部分を斜視した断面図である。
【図１０】第５の実施例における包囲体の概略的な斜視図である。
【図１１】図１０に表わす包囲体の一部分を斜視した断面図である。
【図１２】第６の実施例における包囲体の概略的な斜視図である。
【図１３】図１２に表わす包囲体の一部分を斜視した断面図である。
【図１４】第７の実施例における包囲体の概略的な斜視図である。
【図１５】図１４に表わす包囲体の一部分を斜視した断面図である。
【図１６】第８の実施例における包囲体の概略的な斜視図である。
【図１７】図１６に表わす包囲体の一部分を斜視した断面図である。
【図１８】第９の実施例における包囲体の概略的な斜視図である。
【図１９】図１８に表わす包囲体の一部分を斜視した断面図である。
【図２０】第１０の実施例における包囲体の概略的な斜視図である。
【図２１】図１に表わすパッシブラジエータを備えているスピーカの概略的な斜視図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　一般に、アクティブ音響源及びパッシブ音響源（例えばドライバ及びパッシブラジエー
タ）は、音響波を生成するために前後に往復運動するダイアフラムを含んでいる。一般に
、このダイアフラム（例えばプレート、コーン、カップやドーム）は、弾性包囲部材を利
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用した固定式構造体に取り付けられている。
【００１３】
　例えば図１に表わすように、パッシブラジエータ２０は、ダイアフラム２２を外部取付
リング３６に接続する包囲体２６を含んでいる。ダイアフラム２２は、プラスチック（例
えばポリカーボネートやアクリロニトリル－ブタジエン－スチレン（ＡＢＳ））や金属（
例えば鉄やアルミニウム）のような堅固な材料から作られている、略平坦な頂面２１を有
している。代替的には、ダイアフラム２２の頂面２１は、ダイアフラムの堅牢性を高める
ように形成された凹状又は凸状とされる。
【００１４】
　ダイアフラム２２は、例えば音響ドライバのような他の音源によって生成される音響波
の影響を受ける。音響波によって、ダイアフラムは、ダイアフラムが配置された平面に対
して略垂直な意図された変位方向において前後に振動する。この振動によって、付加的な
音響波が生成され伝播される。ダイアフラム２２に形成された一群の穴２４は、マス（図
示しない）を固定するために利用される。当該マスは、振動の理想的な音響周波数に調整
するためにダイアフラムに取り付けられる。
【００１５】
　包囲体２６は、ダイアフラム２２に固定され、該ダイアフラムに支持されている。当該
実施例では、ダイアフラム２２の直径は約１３２ｍｍである。包囲体は、中実の弾性材料
又は発泡体である弾性材料から作られている。当該実施例では、包囲体は、熱硬化性の柔
らかいシリコーン、例えばＳｍｏｏｔｈ－Ｏｎ．　Ｉｎｃ．製のＭｏｌｄ　Ｍａｘ　２７
Ｔから作られている。Ｍｏｌｄ　Ｍａｘ（登録商標）　２７Ｔは、錫硬化型シリコーンゴ
ムコンパウンドである。Ｍｏｌｄ　Ｍａｘ　２７Ｔの詳細については、非特許文献１に開
示されている。包囲体２６を製造するために利用される熱硬化性弾性材料は、（ｉ）ショ
ア硬さ計タイプＡにおいて、好ましくはＨＳ約５～ＨＳ約７０、より好ましくはＨＳ約２
７であり、（ｉｉ）伸び１００％において、好ましくは約０．０５ＭＰａ～約１０ＭＰａ
の静的弾性率、より好ましくは約０．６ＭＰａの１００％静的弾性率を有し、（ｉｉｉ）
好ましくは１００％以上の破断伸び、より好ましくは４００％の破断伸びを有し、（ｉｖ
）ダイアフラムが中立的な変位位置にある場合に、好ましくは約０．０５Ｎ／ｍｍ～約５
０Ｎ／ｍｍの静的な剛性、より好ましくは約３Ｎ／ｍｍの静的な剛性を有している。しか
しながら、これら特性は、ダイアフラムの直径、パッシブラジエータシステムの同調周波
数、及びスピーカボックスの空気量に応じて変更される場合がある。
【００１６】
　一般的には、包囲体の大きさが小さくなるに従って、硬度がより低い材料を利用するこ
とができる。柔らかい硬度の材料を利用することによって、ダイアフラムの自由度が低い
空気の共振周波数がダイアフラム／包囲体から成る組立体の可動マス（moving mass）の
同調周波数と包囲体が利用されるスピーカボックスの同調周波数と相違する共振周波数を
維持するように、設計管理を向上させることができる。
【００１７】
　取付リング（取付部材）２８は、包囲体２６に固定され、該包囲体を支持している。当
該実施例における取付リング２８は、ダイアフラム２２のために利用される材料と同一の
材料から作られている。代替的には、取付リング２８及びダイアフラム２２は相違する材
料から作られている。取付リング２８は、パッシブラジエータを他の構造物（以下に説明
する）に固定するために固定具（図示しない）と共に利用される一連の大きな穴３０を含
んでいる。取付リング２８、包囲体２６、及びダイアフラム２２から成る装置は、ダイア
フラムの適切な線形性を有している力－変形応答を有している。これにより優位には、高
調波歪みが低減され、動的パフォーマンスが向上する。
【００１８】
　一般に、パッシブラジエータ２０は、独立した射出成形工程においてダイアフラム２２
と取付リング２８とを形成することによって作られている。その後、ダイアフラム２２及
び取付リング２８はインサート型内に載置され、熱可塑性弾性材料又は熱硬化性弾性材料
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がインサート型内に射出される。弾性材料が硬化し、これにより包囲体２６が形成される
。熱硬化性弾性材料が、包囲体２６に面しているダイアフラム２２の表面と取付リング２
８の表面とを覆っている。これにより、包囲体２６をダイアフラム２２及び取付リング２
８に固定（結合）することを補助する。弾性材料は、表面３２，３６（及びこれら表面の
反対側の表面）の少なくとも一部分も覆っており、これにより包囲体２６をダイアフラム
２２及び取付リング２８に固定することを補助する。一連の穴３４，３８は、溶融した弾
性材料が包囲体２６を形成するために射出される際に通過する射出孔である。
【００１９】
　図２及び図３は、包囲体２６の形状をさらに詳細に表わす。包囲体は、複数の略平坦な
（平面上の）メンブレン部分４０を含んでいる。このメンブレン部分の厚さＴ１は、好ま
しくは約０．１ｍｍ～約５ｍｍである（図３参照）。厚さＴ１は、メンブレン部分４０の
反対側の頂面４０ａ及び底面４０ｂに対して略垂直な方向において計測される。当該実施
例では、各メンブレン部分の厚さは約１ｍｍである。各メンブレン部分４０は、サポート
部分４２によって支持されている。当該実施例では、サポート部分は、略直線状に径方向
に延在している一組のリブ（リブ部分）４４，４６と、すべてがメンブレン部分４０を支
持し、略周方向に延在しているリブ４８とを含んでいる。これら３つのリブの厚さＴ２が
、すべて約０．２ｍｍ～約２５ｍｍである。リブ４４，４６，４８それぞれが、ダイアフ
ラム２２の意図された変位方向に対して略垂直で略平坦な表面（頂面）４７を有している
。リブ４４，４６，４８の底面４３も略平坦である。厚さＴ２は、リブ４４，４６，４８
の反対側に配設された頂面４７及び底面４３に対して略垂直な方向において計測される。
包囲体２６を密接して囲んでいる外囲容器は、ダイアフラムの意図された変位方向に対し
て略垂直で略平坦な表面であって、表面４７と共平面の関係を有している表面を含んでい
る。当該実施例では、厚さＴ２は約８．５ｍｍであるので、メンブレン部分がリブよりも
実質的に薄い。サポート部分のリブは、メンブレン部分の上下に対称に延在している。メ
ンブレン及びリブは、略同一の材料から作られている。ダイアフラム２２が（図１に表わ
す）定位置（home position）から離間するように移動するにつれて、リブ部分４４，４
６，５８が、自身の長手方向に沿って（当該実施例では径方向において）弾性的に伸長し
始める。ダイアフラム２２が、定位置からさらに離間するように意図された方向（すなわ
ち、パッシブラジエータが載置されている平面に対して垂直な方向）に移動するにつれて
、リブ部分４４，４６，５８は、弾性的に伸長し続けるだろう。ダイアフラム２２が自身
の定位置に復帰した場合には、径方向に延在しているリブが初期の長さに復帰する。ダイ
アフラムを定位置に復帰させる復元力は、メンブレン部分４０の変形よりも径方向に延在
しているリブ部分４４，４６の変形に起因して生じる。すべての径方向に延在しているリ
ブと周方向に延在しているリブ４８との合算した容積は、約２７．５ｃｍ３である。すべ
てのメンブレン部分の合算した容積は、約５．４ｃｍ３である。これにより、当該実施例
におけるリブのメンブレン部分に対する容積比は、約５．１となる。一般的には、包囲体
が小さくなるにつれて、この容積比も小さくなる。この容積比は、好ましくは少なくとも
約０．３とされるべきである。
【００２０】
　周方向リブ４８は周方向に延在している。弾性部材５０は、取付リング２８に固定され
ている。弾性部材５６は、ダイアフラム２２に固定されている。径方向に延在しているリ
ブは、略径方向（ダイアフラム２２の意図された変位方向に対して垂直な方向）において
リブの長さ略全体に沿ってダイアフラムから離間するように延在している。しかしながら
、リブ４４，４６が、ダイアフラム２２に対して約９０°の角度で離間するように延在し
ている。リブ４４，４６が、９０°よりも小さい角度で（例えば三角状のメンブレン部分
を形成するように６０°で）延在するように配置されている場合がある。径方向に延在し
ているリブ４４，４６は、径方向に延在しているリブのうち外側のグループ内に位置して
いる。メンブレン部分４０は、略径方向に延在し、且つ、リブ４４，４６によって縁部の
長さ全体に沿って支持されている一組の縁部５１を有している。メンブレン部分４０と他
の要素（例えばリブ４６）との境界が面取りされている場合があることに留意すべきであ
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る。メンブレン部分４０とサポート部分４２とが一体化されているので、メンブレン部分
とサポート部分との間の境界を通じて空気が漏出しない。
【００２１】
　２つの環状リング５２，５４内に配置されている包囲体２６内には、多くのメンブレン
部分及びサポート部分が配設されている（図２参照）。径方向リブ５８は、径方向に延在
しているリブから成る内側のグループに属している。径方向リブ（リブ５８を含む）から
成る内側のグループは、径方向リブ（リブ４４，４６を含む）から成る外側のグループか
ら径方向にオフセットされている。このことは、リブから成る外側のグループが周方向に
おいてリブから成る内側のグループから離れていることを意味する。径方向リブから成る
内側のグループも、径方向リブから成る外側のグループから周方向にオフセットしている
。このことは、径方向リブから成る外側のグループが径方向リブから成る内側のグループ
から周方向にシフトしていることを意味する。径方向リブから成る内側のグループは、周
方向リブ４８によって径方向リブから成る外側のグループに結合している。径方向リブ（
リブ５８を含む）から成る内側のグループは、互いに結合され、弾性部材５６によってダ
イアフラム２２に接続されている。径方向リブ（リブ４４，４６を含む）から成る外側の
グループは、互いに結合され、弾性部材５０によって取付リング２８に接続されている。
【００２２】
　図４及び図５は、包囲体の他の実施例を表わし、メンブレン部分６０，６２が湾曲して
いることを除き、図２及び図３に表わす実施例に類似している。メンブレン部分は、凹状
に形成されたメンブレン（メンブレン６０）と凸状に形成されたメンブレン（メンブレン
６２）とを周方向において交互に配設して構成されている。メンブレン部分の外側リング
も湾曲していることに留意すべきである。
【００２３】
　図６及び図７は、包囲体の他の実施例を表わし、内側のグループ（リブ５８を含む）の
径方向リブそれぞれが外側のグループ（リブ６４を含む）の径方向リブそれぞれと周方向
において位置合わせされていることを除き、図２及び図３に表わす実施例に類似している
。
【００２４】
　図７は、径方向リブと周方向リブとを含み、仮想平面６６に関して対称になっているサ
ポート部分４２を表わす（このことは、本発明の図示された他の実施例についても当て嵌
まる）。部分６８ａは仮想平面６６の下方に配設され、部分６８ｂは仮想平面の上方に配
設されている。ダイアフラム２２（図１参照）は、好ましくは仮想平面６６内に配設され
ている。さらに、平坦なメンブレン部分を備えたいずれの実施例（例えば図２、図３、図
６、及び図７）においても、仮想平面６６がメンブレン部分を二等分している。仮想平面
６６が、包囲体がダイアフラム及び取付リングに取り付けられる点と位置合わせされてい
ると仮定すると、このような対称な構成は、ダイアフラムの中立安定位置（neutral rest
 position）からの好ましい変位（positive travel）及び好ましくない変位（negative t
ravel）の両方に対して類似している応答を実質的に有している。
【００２５】
　図８及び図９は、メンブレン部分７０，７２が平坦ではなく湾曲している点を除いて、
図６及び図７に表わす実施例に類似している包囲体のさらなる実施例を表わす。メンブレ
ン部分は、周方向において、凹状のメンブレン（メンブレン７０）と凸状のメンブレン（
メンブレン７２）とが交互に配設されて構成されている。メンブレン部分は、径方向にお
いても、凹状のメンブレン（メンブレン７０）と凸状のメンブレン（メンブレン７４）と
が交互に配設されて構成されている。
【００２６】
　図１０及び図１１は、（ａ）径方向リブ４４，４６，５８が（径方向において）短小化
された径方向リブ７８，８０，７６に置き換えられていることと、（ｂ）周方向に延在し
ているリブ４８が多数の短いリブ部分８２ａ，８２ｂを有している千鳥状のリブ８２に置
き換えられていることとを除いて、図２及び図３に表わす実施例に類似している包囲体の
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他の実施例を表わす。このような変更によって、五角状のメンブレン部分が形成される。
【００２７】
　図１２及び図１３は、メンブレン部分８４，８６が平坦ではなく湾曲していることを除
いて、図１０及び図１１に表わす実施例に類似している包囲体のさらなる実施例を表わす
。メンブレン部分は、周方向において、凹状のメンブレン（メンブレン８４）と凸状のメ
ンブレン（メンブレン８６）とが交互に配設されて構成されている。
【００２８】
　図１４及び図１５は、周方向に延在しているリブ４８、外側環状リング５２の径方向に
延在しているリブ、及び外側環状リング５２のメンブレン部分が形成されていないことを
除いて、図２及び図３に表わす実施例に類似している他の実施例を表わす。このような配
置は、より小さなダイアフラムを支持するために利用される。一方、前述の実施例は、よ
り大きなダイアフラムを支持するために利用される。
【００２９】
　図１６及び図１７は、メンブレン部分８８，９０が平坦ではなく湾曲していることを除
いて、図１４及び図１５に表わす実施例に類似しているさらなる実施例を表わす。メンブ
レン部分は、周方向において、凹状のメンブレン（メンブレン８８）と凸状のメンブレン
（メンブレン９０）とが交互に配設されて構成されている。
【００３０】
　図１８及び図１９は、６つの径方向リブ１１２と１つのメンブレン１１４とを含んでい
る包囲体１１０を表わす。リブ１１２は、メンブレン１１４の頂面に配設されている。ダ
イアフラム（図示しない）は、リブ１１２の第１のリップ１１６とメンブレン１１４の第
１のリップ１１８との間に配置されている。取付リングは、リブ１２０の第２のリップと
メンブレン１１４の第２のリップ１２２との間に配設されている。包囲体１１０は、事前
に形成されたダイアフラム及び取付リングにインサート成形されている。
【００３１】
　図２０は、包囲体の他の実施例を表わす。一組の径方向リブ９１は、メンブレン部分９
３を支持している。当該実施例では、リブが終端している位置とメンブレン部分が始端し
ている位置との境界線が明確になっていない。包囲体の一部分９５は、周方向リブ又は取
付リング（図示しない）に固定されている。部分９５の反対側に位置する包囲体の一部分
は、ダイアフラム（図示しない）に固定されている。
【００３２】
　図２１は、図１に表わすパッシブラジエータ２０を含んでいるスピーカ９２を表わす。
パッシブラジエータは、ネジ及び蝶ナット９８によってスピーカボックス９６の壁９４に
固定されている。マス１００は、中心孔２４に固定されている。音響ドライバ１０２は、
スピーカボックスの壁１０４に固定されている。音響ドライバは、直動式電磁モータによ
って振動を発生させるようになっているダイアフラム１０６を含んでいる。この振動が、
スピーカボックス９６から離間するように伝播する音響波と、スピーカボックス９６の内
側で伝播する他の波とを生成する。スピーカボックス９６の内側の音響波によって、パッ
シブラジエータのダイアフラム２２が振動した後に、生成されたさらなる音響波が壁９４
から離間するように伝播する。上述の様々な包囲体が、音響ドライバ内で利用されるダイ
アフラム（例えばダイアフラム１０６）を支持するために利用可能であり、包囲体が、パ
ッシブラジエータでの利用に限定されないことに留意すべきである。パッシブラジエータ
の包囲体を小型に（すなわち平坦に）構成することによって、さらなる音響容量がスピー
カボックス９６の内側に形成される。
【００３３】
　一般に、サポート部分のリブは、力－変形に関して線形的な応答を有している。薄肉の
メンブレンは、力－変形に関して非線形的な応答を有している。全体的な堅牢性はリブの
応答及びメンブレンの応答を合算したものであるので、メンブレンの貢献を最小化するこ
とが理想的である。一の実施例では、最大変位（peak to peak travel）の２２ｍｍを越
える、システムの線形性能を有している。柔らかいシリコーンゴムを利用した一の実施例
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では、シリコーンゴムは約３０％の伸長又は歪みを越えている。
【００３４】
　本発明は、図示された上述の実施例を参照しつつ説明されているが、当業者であれば本
発明の技術的範囲から逸脱することなく本発明を多様に改良可能であり、本明細書に開示
された装置及び手法を利用可能なことは言うまでもない。例えば、本明細書に開示される
実施例では、包囲体は略円状とされるが、多様な他の形態、例えば四角状、矩形状や楕円
状に作ることもできる。さらに、本明細書で説明した、包囲体のリブ及びメンブレンを配
置する幾つかの方法の他に、多数の異なる方法が存在する。結論として、本発明は、新規
な特徴それぞれと、本明細書に開示され且つ特許請求の範囲の技術的思想及び技術的範囲
のみによって限定される、装置及び手法によって呈示されるか、又は含まれている特徴の
新規な組み合わせそれぞれとを包含するように構成可能である。
【符号の説明】
【００３５】
　２０　パッシブラジエータ
　２１　頂面
　２２　ダイアフラム
　２４　穴
　２６　包囲体
　２８　取付リング（取付部材）
　３０　穴
　３２　表面
　３４　穴
　３６　表面
　３８　穴
　４０　メンブレン部分
　４０ａ　頂面
　４０ｂ　底面
　４２　サポート部分
　４３　底面
　４４　リブ部分
　４６　リブ部分
　４７　表面（頂面）
　４８　リブ部分
　５０　弾性部材
　５２　環状リング
　５４　環状リング
　５６　弾性部材
　５８　リブ部分（径方向リブ）
　６０　メンブレン部分
　６２　メンブレン部分
　６４　リブ
　６６　仮想平面
　６８ａ　部分
　６８ｂ　部分
　７０　メンブレン部分
　７２　メンブレン部分
　７４　メンブレン
　７６　径方向リブ
　７８　径方向リブ
　８０　径方向リブ
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　８２　千鳥状のリブ
　８２ａ　短いリブ部分
　８２ｂ　短いリブ部分
　８４　メンブレン部分
　８６　メンブレン部分
　８８　メンブレン
　９０　メンブレン
　９１　径方向リブ
　９２　スピーカ
　９３　メンブレン部分
　９４　壁
　９５　包囲体の一部分
　９６　スピーカボックス
　９８　ネジ及び蝶ナット
　１００　マス
　１０２　音響ドライバ
　１０４　壁
　１０６　ダイアフラム
　１１０　包囲体
　１１２　径方向リブ
　１１４　メンブレン
　１１６　第１のリップ
　１１８　第１のリップ
　１２０　リブ
　１２２　第２のリップ
【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】
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【図１７】

【図１８】

【図１９】
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